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Ａ．研究目的 

身体障害者手帳の障害認定基準及び障害

者総合支援法の対象範囲は、医学の進歩や

時代の変化に応じて、より公平かつ適切な

ものとなるよう見直しが必要である。また、

これらの法制度の対象者に、必要なサービ

スを適切に提供するには、データに基づく

実行性の高い障害福祉計画の策定とその有

効性評価が不可欠である。 

そこで本研究は、１）認定基準の見直し

を要する障害及び障害者総合支援法の対象

要件への適否が未決の疾病について、その

判断に必要な事項を明らかにし、基礎資料

を作成すること、２）障害福祉計画の策定

に必要なデータ収集と利活用手法の確立及

研究要旨 

本研究では、障害認定基準の見直しおよび障害福祉計画の作成に向けたデータ利活用の

試行を進めた。特に呼吸器機能障害の認定基準の改善を検討し、難病指定医への支援法普

及啓発を継続した。また、行政が行う調査データの分析により、ワシントン・グループの

指標と他の設問との関係、障害種別・程度・年齢・性別との関連性を明らかにした。さら

に、障害者の加齢による生活機能の変化や疾病予防、健康増進のためのデータ収集を継続

した。第７期障害福祉計画については、相談支援体制の強化、地域生活支援拠点の整備、

発達障害者支援、入所施設からの地域生活移行促進、福祉サービスの質向上を検討した。 

最終年度は、呼吸器機能障害認定基準の最終案を作成する。また、生活のしづらさ調査

の改善案を提示するとともに、障害福祉計画評価指標の妥当性を検証する。 
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び評価指標を作成することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

詳細は、下記の各分担報告書に記載のと

おり。 

1． 身体障害認定基準と障害者総合支援法

の対象範囲の検討 

2． 障害者手帳の所持状況と国連国際障害

者統計ワシントン・グループの指標

（Washington group  short set）で

定義される「日常生活における苦労の

有無」の差異 

3． 国連の国際障害統計ワシントン・グル

ープの指標と既存質問「健康上の問題

での日常生活への影響の有無」の比較 

4． 令和４年全国在宅障害児・者等実態調

査（生活のしづらさなどに関する調査）

における調査の改善に関する意見・要

望 自由記述式回答の分析 

5． 令和４年「生活のしづらさなどに関す

る調査（厚生労働省）」における災害に

関する設問の有用性と課題 

6． 障害者手帳を所持する高齢者のうち介

護保険サービスを利用しない者の生活

機能の経年変化 

7． 国連国際障害統計に関するワシント

ン・グループ：第 24 回年次会合の概要 

8． 障害福祉計画の作成に向けたデータ利

活用の手法の確立に関する研究 

9． 障害児の疾病予防と健康増進 

10． 障害者の疾病予防と健康増進 

 

Ｃ．研究結果 

研究 2 年目は、呼吸器機能障害の認定基

準について見直しの議論をさらに進め、現

行の認定基準の問題点を抽出し、実臨床の

データを用いた調査に基づき、新たな認定

基準案を検討した。また、難病指定医に対

する障害者総合支援法の普及啓発を継続し

た。  

行政データの利活用については、令和４

年生活のしづらさ調査等の二次解析におい

ては、ワシントン・グループの指標の結果

および他の設問との対応関係、新設された

設問と障害種別、程度、年齢、性別との関

係、自由記述の詳細を明らかにした。国連

障害者権利条約および国連ワシントン・グ

ループの進捗についても動向を捕捉した。 

また、障害種別・等級別の健康チェックデ

ータの比較分析を継続し、障害の有無によ

る加齢の影響と生活機能の差異を明らかに

するとともに、障害者・児の疾病予防、健

康増進、保健医療福祉サービス利用に関す

るデータ収集を継続した。 

加えて、第７期障害福祉計画での質的な

要素を含む指標項目に焦点をあて、相談支

援体制、地域生活支援拠点、児童発達支援

センター、地域包括ケアシステム、発達障

害者支援、入所施設から地域生活への移行、

障害福祉サービスの質の向上のための取り

組み体制などの検討を進めた。 

 

Ｄ．考察 

１年目、２年目の結果を踏まえ、最終年

度は下記を行う。 

1． 障害認定基準の見直しに必要な基礎資

料の最終案を作成する。 

2． 生活のしづらさ調査及び障害福祉関係

データを利活用例として、障害福祉計

画の策定に資する基礎資料を作成する。 

3． 令和４年生活のしづらさ調査等の二次

解析を継続するとともに次期生活のし
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づらさ調査に向けた改善案を作成する。 

4． 国連障害者権利条約および国連ワシン

トン・グループの進捗について整理し

報告する。 

5． 障害福祉計画に係る基本指針の成果指

標と活動指標の妥当性を検証し、改善

点を示す。 

6． 障害者・児の疾病予防、健康増進、保

健医療福祉サービス利用について効果

的な実践方法を示すとともに情報発信

を行う。 

 

Ｅ．結論 

 本研究では、障害認定基準の見直しと障

害福祉計画作成に向けたデータ利活用を進

めた。呼吸器機能障害の基準改善を検討し、

難病指定医への普及啓発を継続した。また、

行政データの分析により、ワシントン・グ

ループの指標と障害種別・年齢・性別との

関係を調査し、加齢の影響や健康増進のた

めのデータ収集を実施した。 

最終年度では、認定基準の最終案作成、

生活のしづらさ調査の改善案提示、障害福

祉計画評価指標の検証を行い、健康増進・

福祉サービス利用について情報発信を行う。 
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